
提案書及び提案書概要版（地中熱・大島町）
１　作成方法
提案書及び提案書概要版の作成に当たっては、２　記載上の注意事項を遵守するとともに、公募要項５（２）「審査方法」に記載された審査項目、審査内容及び視点を踏まえること。　　
また、提案書は、次の項目を埋める形で作成し、提案書概要版は、項目ごとに1スライドずつの計９スライドとすること。
なお、参考資料がある場合には、適宜添付することができる。
	項目１　財務状況及び再エネ設備の導入実績

	

	項目２　事前調査、設備の設置・導入・運転等

	

	項目３　設置した設備の効果検証

	

	項目４　広報資料及び報告書の作成

	

	項目５　事業実施計画-1（スケジュール及び体制）

	

	項目６　事業実施計画-2（工法）

	

	項目７　安全対策及び保守管理

	

	項目８　費用（全体及び各年度）

	

	項目９　その他（創意工夫等）

	


２　記載上の注意事項
（1） 項目１　財務状況及び再エネ設備の導入実績
　　ア　様式の記載
健全な財務状況にあることを証明すること。
また、国や地方自治体の再生可能エネルギー利用拡大事業関連の実績を有することが分かるよう、実績の件名、発注機関、契約期間、当該実績での全体図（概要を１つの図で示したもの）を記載すること（複数の事業者が共同で申請する場合には、そのうち１事業者が該当すれば良い。）。その業務実績を通して身に付けた経験やノウハウについて、本業務にどのように生かすことができるのか、詳細に記載すること。
　　イ　添付資料
　　（ア）発注機関、契約期間が判明する部分の受託契約書の写しを合わせて添付資料とすること（副本は社名及び印鑑を黒塗りにして添付）。
　　（イ）（ア）以外でも、発注機関、契約期間を証明する資料であれば有効とする。

（２）項目２　事前調査、設備の設置・導入・運転等
・設備導入までに必要な事前調査、設備の設置、導入、運転等に必要な実務がより詳細にイメージできるよう、実施順に沿って記載すること。
・公募要項２（３）①に記載された設備の設置イメージ図（計測装置の設置個所等も含む）を示すこと。
・設置イメージ図では、同一施設に複数設備を設置する場合は、それら設備の接続状況が分かるように示すこと。

・設備の稼働データは遠隔監視及び遠隔発停制御ができるものとして、設置イメージ図を示すこと。
（３）項目３　設置した設備の効果検証
・設備設置後の運用・効果検証において、何を実施する想定であるか記載すること。
・余剰電力が発生する場合、施設にシェアリングする方法としてどのような給電系統を想定しているか、系統接続の可能性も踏まえ検証すること。
・今後、島しょ地域への本設備の設置可能性について検討すること。
（４）項目４　広報資料及び報告書の作成
・島しょ地域での再生可能エネルギー拡大の重要性を都民及び事業者等に広く理解してもらうための広報として、どのようなことを想定しているか記載すること。
・資料の作成及びホームページ掲載にとどまらず、例えば、施設の利用者等を対象とした再エネセミナーなどの提案があれば記載すること。
・再エネ電力や地中熱で生じる熱を、都民及び事業者等に視覚的に伝える工夫を提案すること。
（５）項目５　実施計画－１（スケジュール及び体制）
・公募要項２（３）に記載の内容を実現するための、実効性のある現実的な実施計画（スケジュール）を年度ごとに記載すること。
・設備の設置時期は、公募要項別紙１を参照すること。
・本事業を効率的かつ有効に実施するための社内の実施体制を記載すること。
・複数事業者が共同で実施する場合は、役割分担、責任の所在、連絡体制等を具体的に記述すること。

（６）項目６　実施計画－２（工法）
・施設への負担の少ない工法、工夫、留意点等の想定を記載すること。
（７）項目７　安全対策及び保守管理
・施設の利用者に対する安全対策として想定しているものを記載すること。
・設置後、安全対策が不足していた場合は、追加的な安全対策を実施する体制を記載すること。
・設備の点検体制の整備、故障時の対応、メンテナンス体制の想定を示すこと。
・設備本体に一定の保証があれば記載すること。

（８）項目８　費用（全体、各年度）
・事業実施期間中に必要となる費用の見積額を具体的に記載すること。
・記載に当たっては、設備ごとや施設ごとなど、分かりやすいように整理すること。
・複数の民間企業で構成されたグループで応募する場合は、企業ごとに分かりやすいよう整理すること。
・積算の根拠を併記又は添付すること。
（９）項目９　その他（創意工夫等）
　・新規性のある提案を実施すること。

様式２









